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1.  平成23年3月期の業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 18,042 7.1 321 △17.8 336 △8.8 260 △14.2
22年3月期 16,851 △18.0 390 △18.1 369 △10.1 303 9.2

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 21.73 ― 8.1 2.7 1.8
22年3月期 25.34 ― 10.3 2.8 2.3

（参考） 持分法投資損益 23年3月期  ―百万円 22年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 12,523 3,316 26.5 276.96
22年3月期 12,608 3,086 24.5 257.68

（参考） 自己資本   23年3月期  3,316百万円 22年3月期  3,086百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 375 118 △596 1,021
22年3月期 △657 75 △79 1,124

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
純資産配当

率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ― ― ― 3.00 3.00 35 11.8 1.2
23年3月期 ― ― ― 5.00 5.00 59 23.0 1.9
24年3月期(予想) ― ― ― ― ― ―

3.  平成24年3月期の業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 8,000 △0.7 5 △97.9 20 △91.8 0 △100.0 0.00
通期 18,000 △0.2 145 △54.9 140 △58.4 100 △61.6 8.35



4.  その他 
(1) 重要な会計方針の変更 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有
② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 12,000,000 株 22年3月期 12,000,000 株
② 期末自己株式数 23年3月期 26,972 株 22年3月期 24,065 株
③ 期中平均株式数 23年3月期 11,974,429 株 22年3月期 11,976,429 株

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終
了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
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①当期の経営成績 

当期におけるわが国経済は、企業業績に回復の兆しが見られるものの、厳しい雇用情勢、デフレ、

円高の進行等から依然として厳しい状況が続きました。 

 建設業界におきましては、設備投資の低迷、公共工事の縮小、受注競争の激化などにより、引き続

き厳しい経営環境でした。 

 このような状況のなかで、当社は、黒字安定経営継続に向け受注目標達成に注力してまいりました

が、受注高につきましては、144億13百万円（前期比10.1％減）となりました。工事種別では、一般

ビル工事は厚生福祉施設や学校の減少により105億66百万円（前期比13.9％減）、産業施設工事およ

び電気工事は輸送用機器メーカーの工場関連施設の増加により、それぞれ30億56百万円（前期比

0.1％増）、７億90百万円（前期比12.6％増）となりました。セグメント別では、東部・中部は前期

並み、西部は前期より減少しました。 

 完成工事高につきましては、180億42百万円（前期比7.1％増）となりました。工事種別では、一般

ビル工事は事務所等の増加により143億19百万円（前期比12.5％増）、産業施設工事および電気工事

は工場関連施設の減少により、それぞれ29億55百万円（前期比10.7％減）、７億67百万円（前期比

6.2％減）となりました。セグメント別では、東部は前期並み、中部・西部は前期より増加しまし

た。 

 次期繰越高は、98億58百万円（前期比26.9％減）となりました。 

 損益につきましては、価格競争激化による完成工事総利益率の低下により、経常利益は３億36百万

円（前期比8.8％減）となりました。当期純利益は特別損失として投資有価証券評価損を計上したこ

とにより２億60百万円（前期比14.2％減）となりました。 

  

②次期の見通し 

今後の見通しにつきましては、景気に復調の兆しが見え始めたなかで東日本大震災が発生し、さら

に資源価格の上昇、デフレの継続、不安定な為替の動向など当面は景気に好材料は見あたりません。

建設業におきましても今後震災復興の需要が想定されますが、時期・規模・範囲は不透明な状況で

す。 

 このような状況のなかで、当社は、受注目標の達成、株式会社関電工との協業における相互メリッ

トの拡大等の施策を推進し、黒字安定経営継続を目指してまいります。 

通期業績予想といたしましては、受注高200億円、完成工事高180億円、営業利益１億45百万円、経

常利益１億40百万円、当期純利益１億円を見込んでおります。 

 なお、これらの業績予想は、現時点で入手可能な情報および合理的であると判断するデータに基づ

いて作成しており、実際の業績は今後様々な要因によって大きく異なる可能性があります。 

  

１．経営成績

（１）経営成績に関する分析
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①資産、負債及び純資産の状況 

（流動資産） 

当事業年度末における流動資産の残高は、89億66百万円（前期末は89億65百万円）となりました。

（固定資産） 

当事業年度末における固定資産の残高は、35億57百万円（前期末は36億43百万円）となり、86百万

円減少しました。この減少の主なものは投資有価証券評価損等の計上及び破産更生債権等の回収によ

るものであります。 

（流動負債） 

当事業年度末における流動負債の残高は、75億47百万円（前期末は86億32百万円）となり、10億85

百万円減少しました。この減少の主なものは１年以内返済予定の長期借入金の返済によるものであり

ます。 

（固定負債） 

当事業年度末における固定負債の残高は、16億60百万円（前期末は8億89百万円）となり、7億70百

万円増加しました。この増加の主なものは長期借入金の増加であります。 

（純資産） 

当事業年度末における純資産の残高は、33億16百万円（前期末は30億86百万円）となり、2億30百

万円増加しました。この増加の主なものは当期純利益の計上によるものであります。 

  

②キャッシュ・フローの状況 

営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の増加や未成工事受入金の減少等がありましたが、

税引前当期純利益の計上や未成工事支出金の減少、仕入債務の増加等により、3億75百万円（前年同期

は△6億57百万円であり、これと比較すると10億32百万円の増加）となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の払戻による収入等により、1億18百万円（前年同

期は75百万円であり、これと比較すると42百万円の増加）となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済等により、△5億96百万円（前年同期は△79百

万円であり、これと比較すると5億16百万円の減少）となりました。 

この結果、現金及び現金同等物の当事業年度末残高は、前事業年度比1億2百万円（9.2％）減の10億

21百万円となりました。 

  

（２）財政状態に関する分析
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(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  

 
  

（注）１ 自己資本比率：自己資本／総資産 
時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 
キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業活動によるキャッシュ・フロー 
インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業活動によるキャッシュ・フロー／利払い 

＊株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出しておりま

す。 

＊有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち、短期借入金、長期借入金（１年以内返

済）および長期借入金を対象としております。また、利払いについてはキャッシュ・フロー計算書

の「利息の支払額」を使用しております。 

２ 第80期および第83期のキャッシュ・フロー対有利子負債比率、インタレスト・カバレッジ・レシオ
は、「営業活動によるキャッシュ・フロー」がマイナスのため表示しておりません。 

  

当社は創業以来一貫して株主各位への利益還元を重要な課題と考え、企業体質の改善、経営基盤の

強化を図りながら、業績に裏付けられた安定配当の継続を行うことを基本方針としております。 

当期の期末配当につきましては、当期の業績、今後の事業展開および内部留保等を勘案し、普通配

当は１株につき３円とし、また本年が当社創立60周年にあたりますので１株につき２円の記念配当を

加え、あわせて１株につき５円配当を行う予定です。 

 次期の配当につきましては未定です。 

第80期 第81期 第82期 第83期 第84期

平成19年3月期 平成20年3月期 平成21年3月期 平成22年3月期 平成23年3月期

自己資本比率 12.2 16.8 19.8 24.5 26.5

時価ベースの自己資本比率 8.0 8.3 7.4 9.4 13.0

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率

― 1.8 1.8 ― 1.9

インタレスト・カバレッジ・
レシオ

― 15.6 14.6 ― 15.9

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当
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投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

なお、文中における将来に関する事項は、当事業年度末現在において判断したものであり、事業等の

リスクはこれらに限られるものではありません。 

  

 ① 購入資材の価格変動リスク 

当社は、鋼材等の建設資材を調達しておりますが、着工から竣工までに期間を要しますので、その間

に原材料等の価格が高騰すると工事原価に影響を与える可能性があります。 

 ② 売上債権回収に関するリスク 

当社は、取引先の財務情報他を入手し、取引から発生するリスクを軽減すべく与信管理を実施してお

りますが、工事代金の受領前に取引先が倒産した場合は、当社の経営成績並びに財政状況に影響を及ぼ

す可能性があります。 

 ③ 工事施工期間中に発生する事故および災害に関するリスク 

当社は、工事施工期間中の安全衛生、品質管理等に重点をおいて工事を施工しておりますが、不測の

人的・物的の事故並びに災害等の発生に伴い、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 ④ 偶発債務（係争事件に係わる賠償責任等）の発生に関するリスク 

当社は、竣工引き渡し後一定期間の間、瑕疵担保責任を負っております。この瑕疵担保責任により、

訴訟等が提起された場合には、業績に影響を受ける可能性があります。 

 ⑤ 東日本大震災に関する事項 

   東日本大震災の影響により、一部の資材調達に遅延が発生しております。 

   購入企業先とも調整しておりますが、今後の状況次第では、当社の業績に影響を及ぼす可能性が  

  あります。 

  

  

（４）事業等のリスク
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当社グループは、当社、親会社１社、子会社１社で構成され、空気調和、冷暖房、給排水衛生設備、電

気工事業を主に営んでおります。 

当グループの事業に係る位置づけは次のとおりであります。 

株式会社関電工は当社の親会社であり、取引先等の設備工事に関して当社と営業・工事施工の連携を

行っております。 

日本全国において空気調和、冷暖房、給排水衛生設備、電気工事等の事業活動を行っております。 

カワセツサービス株式会社は、空調設備、給排水衛生設備等の修理、保守、点検等、当社の補完事業

を行っております。 

事業の系統図は次のとおりであります。 
  
  

事 業 系 統 図 

  
 

２．企業集団の状況

親会社

当社

子会社
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当社は、空気調和、冷暖房、給排水衛生設備、電気工事の設計、施工を通じて社会の発展、環境の保

全と改善に貢献することを経営理念として事業活動を行っております。 

建設業界において厳しい競争環境が継続している状況のなか、当社は、平成23年度までの３年間の中

期経営計画として下記の基本方針を設定しました。 

 ①社会に貢献し夢のある会社の実現 

 ②黒字安定経営の継続 

 ③無事故・無災害の達成 

 ④新技術・新事業の開拓 

平成23年度の重点施策は次のとおりです。 

①黒字安定経営の継続 

②受注目標達成 

③工事原価管理、工事品質管理の継続強化 

④人的資源の強化・効率化 

⑤財務体質の強化 

⑥株式会社関電工との協業における相互メリットの拡大 

  

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

（２）中長期的な会社の経営戦略

（３）会社の対処すべき課題
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４．財務諸表

 (1)【財務諸表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 1,224,469 1,021,576

受取手形 ※2, ※3 942,203 ※2, ※3 1,060,037

完成工事未収入金 ※2 4,906,192 ※2 6,108,668

未成工事支出金 1,505,204 708,729

前払費用 18,248 18,542

立替金 386,465 96,720

その他 50,750 28,992

貸倒引当金 △68,500 △76,900

流動資産合計 8,965,035 8,966,367

固定資産

有形固定資産

建物 ※3 3,312,715 ※3 3,312,715

減価償却累計額 △1,935,519 △2,007,339

建物（純額） 1,377,195 1,305,375

構築物 ※3 51,552 ※3 51,552

減価償却累計額 △43,577 △44,517

構築物（純額） 7,974 7,035

機械及び装置 ※3 31,330 ※3 31,330

減価償却累計額 △28,873 △29,317

機械及び装置（純額） 2,456 2,012

車両運搬具 126 126

減価償却累計額 △126 △126

車両運搬具（純額） － －

工具器具・備品 61,239 59,503

減価償却累計額 △50,652 △49,821

工具器具・備品（純額） 10,586 9,681

土地 ※3 1,721,349 ※3 1,720,934

リース資産 37,894 70,311

減価償却累計額 △6,112 △16,684

リース資産（純額） 31,781 53,626

有形固定資産合計 3,151,344 3,098,666

無形固定資産

借地権 11,750 10,750

リース資産 49,983 62,733

電話加入権 18,035 18,035

その他 2,210 1,541

無形固定資産合計 81,979 93,060
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(単位：千円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 ※3 234,020 215,102

関係会社株式 30,000 11,962

出資金 5,934 5,944

破産更生債権等 355,693 330,369

長期前払費用 3,697 791

会員権 156,414 152,514

その他 22,978 22,519

貸倒引当金 △398,636 △373,912

投資その他の資産合計 410,102 365,291

固定資産合計 3,643,426 3,557,018

資産合計 12,608,461 12,523,386

負債の部

流動負債

支払手形 ※2 2,078,085 ※2 2,230,049

工事未払金 ※2 2,821,477 ※2 3,929,182

短期借入金 ※3, ※4 350,000 －

1年内返済予定の長期借入金 ※3, ※5 882,000 －

リース債務 20,459 33,431

未払金 5,677 2,682

未払費用 201,510 119,885

未払法人税等 31,770 31,289

未払消費税等 100,363 47,890

未成工事受入金 1,300,312 566,255

預り金 466,024 182,234

賞与引当金 139,027 150,249

役員賞与引当金 6,410 6,510

完成工事補償引当金 62,025 46,736

工事損失引当金 ※1 167,373 ※1 200,737

流動負債合計 8,632,516 7,547,133

固定負債

長期借入金 － ※3 700,000

リース債務 65,392 88,744

退職給付引当金 804,034 820,909

環境対策引当金 9,383 9,105

繰延税金負債 11,123 20,628

その他 － 20,774

固定負債合計 889,933 1,660,162

負債合計 9,522,449 9,207,296
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(単位：千円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,581,000 1,581,000

資本剰余金

資本準備金 395,250 395,250

資本剰余金合計 395,250 395,250

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 1,090,177 1,314,461

利益剰余金合計 1,090,177 1,314,461

自己株式 △5,381 △5,724

株主資本合計 3,061,046 3,284,986

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 24,965 31,104

評価・換算差額等合計 24,965 31,104

純資産合計 3,086,011 3,316,090

負債純資産合計 12,608,461 12,523,386
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  ②【損益計算書】

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

完成工事高 16,851,048 18,042,438

完成工事原価 15,209,094 16,474,650

完成工事総利益 1,641,953 1,567,787

販売費及び一般管理費

役員報酬 91,504 89,897

従業員給料手当 456,061 457,311

賞与引当金繰入額 34,451 47,919

役員賞与引当金繰入額 6,410 6,510

退職給付費用 23,380 25,453

法定福利費 69,794 90,874

福利厚生費 16,570 12,223

修繕維持費 28,641 28,007

事務用品費 61,969 37,166

通信交通費 77,588 76,471

動力用水光熱費 24,029 23,067

調査研究費 ※1 20,102 ※1 10,082

広告宣伝費 2,355 2,108

貸倒引当金繰入額 － 8,400

交際費 29,269 25,354

寄付金 1,171 686

地代家賃 59,638 54,300

減価償却費 91,952 93,039

租税公課 41,461 40,747

保険料 2,404 4,925

雑費 112,529 112,029

販売費及び一般管理費合計 1,251,288 1,246,576

営業利益 390,665 321,211

営業外収益

受取利息 562 362

受取配当金 3,540 3,805

受取保険金 5,000 －

不動産賃貸料 － 20,742

貸倒引当金戻入額 24,132 25,323

賠償金未払戻入額 － 10,000

その他 3,408 4,794

営業外収益合計 36,644 65,028
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

営業外費用

支払利息 37,875 21,951

不動産賃貸費用 － 12,058

売上債権売却損 8,296 －

固定資産処分損 51 －

その他 11,938 15,504

営業外費用合計 58,162 49,514

経常利益 369,148 336,725

特別利益

貸倒引当金戻入額 32,222 －

特別利益合計 32,222 －

特別損失

減損損失 ※3 31,916 －

投資有価証券評価損 12,199 33,631

関係会社株式評価損 － 18,037

環境対策引当金繰入額 9,383 －

過年度損益修正損 ※2 17,250 －

特別損失合計 70,750 51,668

税引前当期純利益 330,620 285,056

法人税、住民税及び事業税 27,180 24,844

法人税等合計 27,180 24,844

当期純利益 303,439 260,211
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（３）株主資本等変動計算書

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,581,000 1,581,000

当期末残高 1,581,000 1,581,000

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 395,250 395,250

当期末残高 395,250 395,250

資本剰余金合計

前期末残高 395,250 395,250

当期末残高 395,250 395,250

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 822,671 1,090,177

当期変動額

剰余金の配当 △35,933 △35,927

当期純利益 303,439 260,211

当期変動額合計 267,506 224,283

当期末残高 1,090,177 1,314,461

利益剰余金合計

前期末残高 822,671 1,090,177

当期変動額

剰余金の配当 △35,933 △35,927

当期純利益 303,439 260,211

当期変動額合計 267,506 224,283

当期末残高 1,090,177 1,314,461

自己株式

前期末残高 △5,211 △5,381

当期変動額

自己株式の取得 △169 △343

当期変動額合計 △169 △343

当期末残高 △5,381 △5,724

株主資本合計

前期末残高 2,793,709 3,061,046

当期変動額

剰余金の配当 △35,933 △35,927

当期純利益 303,439 260,211

自己株式の取得 △169 △343

当期変動額合計 267,337 223,940

当期末残高 3,061,046 3,284,986
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 27,308 24,965

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△2,343 6,138

当期変動額合計 △2,343 6,138

当期末残高 24,965 31,104

評価・換算差額等合計

前期末残高 27,308 24,965

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△2,343 6,138

当期変動額合計 △2,343 6,138

当期末残高 24,965 31,104

純資産合計

前期末残高 2,821,017 3,086,011

当期変動額

剰余金の配当 △35,933 △35,927

当期純利益 303,439 260,211

自己株式の取得 △169 △343

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,343 6,138

当期変動額合計 264,993 230,079

当期末残高 3,086,011 3,316,090
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（４）キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 330,620 285,056

減価償却費 94,568 103,003

減損損失 31,916 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △71,287 △16,771

賞与引当金の増減額（△は減少） △58,494 11,222

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △28,997 △15,288

工事損失引当金の増減額（△は減少） 44,095 33,364

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 6,410 100

退職給付引当金の増減額（△は減少） △17,811 16,875

環境対策引当金の増減額（△は減少） 9,383 △277

受取利息及び受取配当金 △4,103 △4,167

支払利息 37,875 21,951

投資有価証券評価損益（△は益） 12,199 33,631

関係会社株式評価損 － 18,037

固定資産処分損益（△は益） 51 183

過年度損益修正損 17,250 －

売上債権の増減額（△は増加） △614,346 △1,320,309

未成工事支出金の増減額（△は増加） 1,229,714 796,475

未収消費税等の増減額（△は増加） 35,067 －

立替金の増減額（△は増加） 161,921 289,744

破産更生債権等の増減額（△は増加） 51,927 25,171

その他の流動資産の増減額（△は増加） 7,202 22,878

仕入債務の増減額（△は減少） △1,396,228 1,259,668

未成工事受入金の増減額（△は減少） △475,483 △734,056

未払消費税等の増減額（△は減少） 100,363 △52,472

預り金の増減額（△は減少） △103,339 △283,790

未払費用の増減額（△は減少） △17,128 △81,424

その他の流動負債の増減額（△は減少） 2,795 4,825

その他 3,202 7,029

小計 △610,654 420,658

利息及び配当金の受取額 4,279 4,168

利息の支払額 △37,695 △23,566

法人税等の支払額 △13,227 △26,149

営業活動によるキャッシュ・フロー △657,298 375,110

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 100,000 100,000

有形固定資産の取得による支出 △25,437 △4,421

投資有価証券の取得による支出 △67 △69

投資有価証券の売却による収入 － 2,085

貸付金の回収による収入 100 120

会員権の売却による収入 432 32

預り保証金の受入による収入 － 20,774

その他 802 9

投資活動によるキャッシュ・フロー 75,829 118,529
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 250,000 △350,000

長期借入れによる収入 － 700,000

長期借入金の返済による支出 △280,000 △882,000

配当金の支払額 △35,499 △35,653

リース債務の返済による支出 △13,990 △28,536

その他 △169 △343

財務活動によるキャッシュ・フロー △79,659 △596,532

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △661,127 △102,892

現金及び現金同等物の期首残高 1,785,597 1,124,469

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 1,124,469 ※1 1,021,576
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該当事項はありません。 

  

  

 
  

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）重要な会計方針

項目
前事業年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式

移動平均法による原価法

(1) 子会社株式

同左

(2) その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定

しております。)

(2) その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 未成工事支出金

個別法による原価法

(1) 未成工事支出金

同左

３ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法(ただし、平成10年4月1

日以降に取得した建物(建物附属

設備を除く)については定額法)に

よっております。

なお、耐用年数および残存価額
については、法人税法に規定する
方法と同一の基準によっておりま
す。

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

同左

   (少額減価償却資産(リース資産を

除く))

取得価額が10万円以上20万円未

満の資産については、３年間で均

等償却する方法によっておりま

す。

   (少額減価償却資産(リース資産を

除く))

同左

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法によっております。

なお、耐用年数については、法

人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。

ただし、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利用

可能期間(５年)に基づく定額法に

よっております。

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

同左

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

なお、所有権移転外ファイナン

ス・リース取引のうち、リース取

引開始日が平成20年３月31日以前

のリース取引につきましては、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。

(3) リース資産

同左
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項目
前事業年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒によ

る損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

従業員に対する賞与支給に備え

るため、支給見込額に基づき計上

しております。

(2) 賞与引当金

同左

(3) 役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に基

づき計上しております。

(3) 役員賞与引当金

同左

(4) 完成工事補償引当金

完成工事に対するかし担保の費

用に備えるため、当該事業年度末

に至る１年間の完成工事高に過年

度の実績を基礎に将来の見込みを

加味して算出した率を乗じて計上

しております。

(4) 完成工事補償引当金

同左

(5) 工事損失引当金

受注工事に係る将来の損失に備

えるため、当事業年度末手持工事

のうち損失の発生が見込まれ、か

つ、その金額を合理的に見積もる

ことができる工事について、損失

見積額を計上しております。

(5) 工事損失引当金

同左

(6) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務および年金資産の見込額に

基づき、当事業年度末において発

生していると認められる額を計上

しております。

過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(５年)による定額法に

より按分した額を費用処理するこ

ととしております。

数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

(５年)による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌事業年度

から費用処理することとしており

ます。

(6) 退職給付引当金

同左
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項目
前事業年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

  （会計方針の変更）

   当事業年度より、「退職給付  

  に係る会計基準」の一部改正（そ 

  の3）（企業会計基準第19号   

  平成20年7月31日）を適用してお  

  ります。この変更による影響はあ 

  りません。

  

(7) 環境対策引当金

「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の

適正な処理の推進に関する特別措

置法」により義務付けられている

ＰＣＢ廃棄物の処理に備えるた

め、当該処理費用見込額を計上し

ております。

(7) 環境対策引当金

同左

５ 完成工事高の計上基準 当事業年度に着手した工事契約から

当事業年度末までの進捗部分について

成果の確実性が認められる工事につい

ては工事進行基準（工事の進捗率の見

積りは原価比例法）を、その他の工事

については工事完成基準を適用してお

ります。 

 なお、工事進行基準による完成工事

高は、1,785,916千円であります。 

 

完成工事高の計上は、当事業年度末

までの進捗部分について成果の確実性

が認められる工事については工事進行

基準（工事の進捗率の見積りは原価比

例法）を、その他の工事については工

事完成基準を適用しております。

（会計方針の変更）

請負工事に係る収益の計上基準につ

いては、従来、長期大型工事（工期１

年超かつ請負金額10億円以上で進捗率

が20％以上）については工事進行基準

を、その他の工事については工事完成

基準を適用しておりましたが、当事業

年度から「工事契約に関する会計基

準」（企業会計基準第15号 平成19年

12月27日）および「工事契約に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第18号 平成19年12月27日）

が適用されたことに伴い、当事業年度

に着手した工事契約から、当事業年度

末までの進捗部分について成果の確実

性が認められる工事については工事進

行基準（工事の進捗率の見積りは原価

比例法）を、その他の工事については

工事完成基準を適用しております。な

お、平成21年3月31日以前に着手した

工事契約のうち、長期大型工事（工期

１年超かつ請負金額10億円以上で進捗

率が20％以上）については工事進行基

準を、その他の工事については工事完

成基準を適用しております。これによ

り、従来の方法によった場合と比べ、

当事業年度に係る完成工事高は

1,025,190千円増加し、営業利益、経

常利益および税引前当期純利益は、そ

れぞれ118,905千円増加しておりま

す。
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項目
前事業年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

６ ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の要件を満たす金

利スワップについて、特例処理

を採用しております。

① ヘッジ会計の方法

同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

デリバティブ取引(金利ス

ワップ取引)

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

 同左

ヘッジ対象

長期借入金の変動金利

ヘッジ対象

同左

③ ヘッジ方針

長期借入による資金調達にお

いて、変動金利を固定金利に換

える金利スワップに限定してお

ります。

③ ヘッジ方針

同左

④ ヘッジの有効性評価の方法

事前の有効性評価として、取

引開始時に特例処理の要件を満

たす金利スワップ取引であるか

評価しております。

④ ヘッジの有効性評価の方法

同左

７ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

キャッシュ・フロー計算における資

金(現金及び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預金および容

易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっております。

同左

８ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計処理

は、税抜方式を採用しております。

消費税等の会計処理

同左
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（７）重要な会計方針の変更

【会計処理の変更】

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

――――――

 

(資産除去債務に関する会計基準等)

当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

(企業会計基準第18号 平成20年3月31日)及び「資産除

去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適

用指針第21号 平成20年3月31日)を適用しております。

なお、この変更に伴う損益に与える影響はありませ

ん。

【表示方法の変更】

前事業年度
(自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日)

当事業年度
(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

―――――――― （損益計算書関係）

前事業年度において独立掲記しておりました「売上債

権売却損」は、その金額が営業外費用合計の100分の10

以下となったため、営業外費用の「その他」に含めて表

示しております。なお、当事業年度の営業外費用の「そ

の他」に含まれている「売上債権売却損」は、2,604千

円であります。

前事業年度において独立掲記しておりました「固定資

産処分損」は、その金額が営業外費用合計の100分の10

以下となったため、営業外費用の「その他」に含めて表

示しております。なお、当事業年度の営業外費用の「そ

の他」に含まれている「固定資産処分損」は、183千円

であります。

(キャッシュ・フロー計算書関係)

営業活動によるキャッシュ・フローの「減損損失」に

つきましては、前事業年度は「その他」に含めて表示し

ておりましたが、明瞭表示のために区分掲記しておりま

す。なお、前事業年度において営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めて表示しておりました

「減損損失」は、1,220千円であります。

――――――――
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（８）財務諸表に関する注記事項

(貸借対照表関係)

前事業年度 
(平成22年３月31日)

当事業年度 
(平成23年３月31日)

 

※１ 損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事

支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表

示しております。 

 損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事

支出金のうち、工事損失引当金に対応する額は

76,118千円であります。

※２ 関係会社に対するものは次のとおりであります。

受取手形及び完成工事未収入金 203,325千円

支払手形及び工事未払金 126,259千円

※３ 担保に供している資産の内訳およびその対応する

債務の内訳は以下のとおりであります。

  (イ)担保に供している資産

建物・構築物 1,275,313千円

土    地 1,699,147

機械及び装置 2,456

受 取 手 形 626,952

投資有価証券 192,833

計 3,796,702

 

※１ 損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事

支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表

示しております。 

 損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事

支出金のうち、工事損失引当金に対応する額は

32,848千円であります。

※２ 関係会社に対するものは次のとおりであります。

受取手形及び完成工事未収入金 372,268千円

支払手形及び工事未払金 69,025千円

※３ 担保に供している資産の内訳およびその対応する

債務の内訳は以下のとおりであります。

  (イ)担保に供している資産

建物・構築物 1,208,878千円

土    地 1,698,924

機械及び装置 2,012

受 取 手 形 847,617

投資有価証券 ―

計 3,757,432

 
 
 

(ロ)上記に対応する債務

短期借入金 350,000千円

長期借入金 882,000

（内１年以内返済分 882,000）

計 1,232,000

 
 
 

(ロ)上記に対応する債務

短期借入金 ―千円

長期借入金 700,000

（内１年以内返済分 ―）

計 700,000

 

※４ 当社は運転資金の効率的な調達をおこなうため取

引銀行９行と当座貸越契約を締結しております。

   当事業年度末における当座貸越契約に係る借入金

未実行残高等は次のとおりであります。

当座貸越極度額の総額 1,900,000千円

借入実行残高 350,000

差引額 1,550,000

  

 ４ 当社は運転資金の効率的な調達をおこなうため取

引銀行10行と当座貸越契約を締結しております。

   当事業年度末における当座貸越契約に係る借入金

未実行残高等は次のとおりであります。

当座貸越極度額の総額 2,200,000千円

借入実行残高 ―

差引額 2,200,000

 

※５ 借入金のうち、シンジケートローン契約（残高合

計882,000千円）には、財務制限条項が付されてお

り、下記の条項に抵触した場合、契約上の全ての債

務について期限の利益を失い、借入金元本および利

息を支払うことになっております。

  財務制限条項の内容は、以下のとおりであります。

 ①経常利益が２期連続で赤字にならないこと。

 ②半期毎に貸借対照表の「純資産の部」から「繰延ヘ

ッジ損益」並びに「新株予約権」を控除した金額が

平成18年３月末時点の「資本の部」の金額の75％を

上回っていること。

――――――
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前事業年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 
 

  
２ 自己株式に関する事項 

 

  
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加         1,791株 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

(損益計算書関係)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

※１ 一般管理費に含まれる研究開発費の総額は20,102

千円であります。

 

※２ 過年度損益修正損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

無形固定資産の過年度償却不足額 17,250千円

※１ 一般管理費に含まれる研究開発費の総額は10,082

千円であります。

 

――――――

※３  減損損失

当社は、以下の資産グループについて減損損失を

計上しました。

用途 場所
減損損失

種類 金額(千円)

遊休資産
東京都 
八王子市他

建物 9,715

備品 6

土地 22,195

合計 31,916

――――――

(資産のグルーピングの方法)

当社は、原則として事業用資産については事業部門を

基準としてグルーピングを行っており、遊休資産につい

ては個別資産ごとにグルーピングを行っております。

(減損損失の認識に至った経緯) 

当期において、遊休資産のうち時価が著しく下落した

資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失として特別損失に計上しました。

(回収可能価額の算定方法)

当資産グループの回収可能価額は、正味売却価額によ

り測定しており、主として固定資産税評価額により評価

しております。

(株主資本等変動計算書関係)

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 12,000,000 ― ― 12,000,000

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 22,274 1,791 ― 24,065
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(1) 配当金支払額 
 

  

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 
 

  

当事業年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 
 

  
２ 自己株式に関する事項 

 

  
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加           2,907 株 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 
 

  

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 
 

  

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成21年6月26日 
定時株主総会

普通株式 35,933 3.0 平成21年3月31日 平成21年6月29日

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成22年6月29日 
定時株主総会

普通株式 35,927 利益剰余金 3.0 平成22年3月31日 平成22年6月30日

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 12,000,000 ― ― 12,000,000

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 24,065 2,907 ― 26,972

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成22年6月29日 
定時株主総会

普通株式 35,927 3.0 平成22年3月31日 平成22年6月30日

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成23年6月29日 
定時株主総会

普通株式 59,865 利益剰余金 5.0 平成23年3月31日 平成23年6月30日

(キャッシュ・フロー計算書関係)

前事業年度
(自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

(平成22年３月31日現在)

現金預金 1,224,469千円

預入期間が３か月超の定期預金 △ 100,000

現金及び現金同等物 1,124,469千円

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

(平成23年３月31日現在)

現金預金 1,021,576千円

預入期間が３か月超の定期預金  ―

現金及び現金同等物 1,021,576千円
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１ 報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。 

 当社は、主に空気調和・給排水衛生設備及び電気工事の設計・施工をしており、各地域の包括的な戦

略を立案し、事業活動を展開しております。 

 したがって、当社は受注・施工体制を基礎とした地域別のセグメントから構成されており「東部」、

「中部」、「西部」の３つを報告セグメントとしております。 

  

２ 報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報 

  前事業年度(自  平成21年４月１日  至  平成22年３月31日) 

 
  

  当事業年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日) 

 
 （注）1.セグメント利益の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用（一般管理費）であります。 

    2.セグメント利益は、損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

   

当事業年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号 平成21年３

月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20

号  平成20年３月21日)を適用しております。 

  

  

  

  

  

  

  (セグメント情報等)

  【セグメント情報】

(単位：千円)

報告セグメント

調整額 合計

東部 中部 西部 小計

完成工事高 5,938,230 5,815,544 5,097,273 16,851,048 ― 16,851,048

セグメント利益 294,678 248,798 362,330 905,807 △515,141 390,665

(単位：千円)

報告セグメント

調整額 合計

東部 中部 西部 小計

完成工事高 5,887,740 6,501,699 5,652,999 18,042,438 ― 18,042,438

セグメント利益 430,639 107,351 332,254 870,244 △549,033 321,211

 (追加情報)
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（注）算定上の基礎 

１．１株当たり純資産額 

 
  

２．１株当たり当期純利益金額 

 
  

該当事項はありません。 

(１株当たり情報)

前事業年度
(自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

１株当たり純資産額 257円68銭 １株当たり純資産額 276円96銭

１株当たり当期純利益金額 25円34銭 １株当たり当期純利益金額 21円73銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式がありませんので記載しておりませ

ん。

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式がありませんので記載しておりませ

ん。

項目
前事業年度 

（平成22年３月31日）

当事業年度 

（平成23年３月31日）

貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 3,086,011 3,316,090

普通株式に係る純資産額(千円) 3,086,011 3,316,090

普通株式の発行済株式数（株） 12,000,000 12,000,000

普通株式の自己株式数（株） 24,065 26,972

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数

（株）
11,975,935 11,973,028

項目
前事業年度

(自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日)

当事業年度
(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

損益計算書上の当期純利益(千円) 303,439 260,211

普通株式に係る当期純利益(千円) 303,439 260,211

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数（株） 11,976,429 11,974,429

(重要な後発事象)
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５．その他

（１）部門別完成工事高明細表

（単位：千円）

期別 前   期 当   期

対前期比較増減自 平成21年 4月 1日 自 平成22年 4月 1日

至 平成22年 3月31日 至 平成23年 3月31日

区分 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 増減率

％ ％ ％

東  部 5,938,230 35.2 5,887,740 32.6 △50,489 △0.9

中  部 5,815,544 34.5 6,501,699 36.1 686,154 11.8

西  部 5,097,273 30.3 5,652,998 31.3 555,725 10.9

合  計 16,851,048 100.0 18,042,438 100.0 1,191,390 7.1

（２）部門別受注工事高・受注残高

   （単位：千円）

期 別 前   期 当   期

対前期比較増減自 平成21年 4月 1日 自 平成22年 4月 1日

至 平成22年 3月31日 至 平成23年 3月31日

区 分 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 増減率

受
注
工
事
高

％ ％ ％

東    部 3,901,307 24.3 4,061,200 28.2 159,893 4.1

中    部 5,605,030 35.0 5,447,437 37.8 △157,592 △2.8

西    部 6,526,284 40.7 4,905,081 34.0 △1,621,203 △24.8

合  計 16,032,622 100.0 14,413,719 100.0 △1,618,903 △10.1

受
注
残
高

東    部 5,340,332 39.6 3,513,793 35.6 △1,826,539 △34.2

中    部 3,841,531 28.5 2,787,270 28.3 △1,054,261 △27.4

西    部 4,305,550 31.9 3,557,632 36.1 △747,917 △17.4

合  計 13,487,414 100.0 9,858,696 100.0 △3,628,718 △26.9
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